
 平成23年度当初予算　予算要求シート
-

今年度要求のポイント

健康福祉局　生活援護管理課局・課名／　　

200 200

1,969

旅費

100

事業内容

関連事業

整理番号 11

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失し
ている者又は喪失するおそれのある者に対して、住宅手当を支給する
ことにより、これらの者の住宅及び就労機会の確保に向けた支援を行
う。

事業目的

【今後（～24年度】

その他　特記事項

国の事業であり、今後の経済状況によっては
事業期間が延長される可能性もある。

スケジュール（経過及び今後展開）

合計

＜支給対象者＞
平成１９年１０月以降に離職した人で、住居がない、または失う恐れ
のある人。

＜支給内容＞
申請に基づき、住宅手当（家賃相当分）を支給する。ただし、支給期
間は原則６ヵ月、状況により３ヵ月延長する場合もある。支給限度額
は、単身世帯の場合は月額４万円、複数世帯の場合は５万２千円。支
給期間中は住宅確保・就労支援員による就労支援等を実施する。

403,826 374,023

29,295 住宅手当センター運営委託料等

内容・積算等

関係会議参加

1,977

23年度要求額

賃金

平成21年度決算額

367,688 342,207

平成22年度予算額

(単位　千円)

344 344 ケースファイル等消耗品・郵便代

委託料等 33,625

840,553

事 業 名 離職者等住宅手当事業

主な要求内容 （単位：千円）

人件費

項目

支給開始世帯の数および期間延長率・就労自立率を精査し予算要求の精度を高め
た。きめ細かい支援のための相談場所を確保する経費を計上した。

22年度予算

平成23年度要求額

374,023403,826

全体事業費

住宅手当

62,704事 業 費

消耗品等

事業期間 　H21　～　H　23

２１年１０月　事業開始
２２年４月　　支給期間の延長が
　　　　　　　　可能となる
２２年１０月　要綱に暴力団の
　　　　　　　　排除を明記

事業終了予定

【経過（～22年度】 【23年度】


